
第8期中間事業報告書
自　平成14年４月１日
至　平成14年９月30日（ ）



株主の皆様へ

株主の皆様には、ますますご清栄のこととお喜び申し上
げます。
平素は、格別のご支援を賜り厚くお礼申し上げます。
さて、当社第８期中間期（自 平成14年４月１日 至 平成

14年９月30日）を終了いたしましたので、ここに営業の概
況等につきご報告申し上げます。
当上半期の日本経済は、デフレ傾向が続く中、景気の先

行きや、雇用情勢の不安も依然として根強く、景気回復感
のないまま推移いたしました。
このような厳しい経済情勢下において、ＩＴ産業全体で

みれば、パソコンの販売台数不振等、減速を余儀なくされ
ておりますが、ブロードバンド通信の普及に歩調を合わせ
たインターネットへの常時接続の増加ともあいまって、セ
キュリティに関する対策の必要性への認識は教育機関、企
業、家庭において高まってきております。当社の事業にお
いても、Ｗｅｂフィルタリングソフトを中心としたセキュ
リティ事業が引き続き順調な伸びを示しております。
この結果、当中間期における売上高は366,011千円となり、
平成14年9月19日の当社株式上場にともなう新株発行費及び
株式公開費用40,996千円を吸収して、経常利益は45,846千円、
中間利益も24,024千円を計上することが出来ました。
セキュリティ事業につきましては、主力のＷｅｂフィル

タリングソフトの販売が好調で284,484千円の売上を計上す
ることができました。
販売分野別では、スクールマーケットが、政府の提唱し

ているミレニアムプロジェクトにも支えられ180,584千円の
売上となりました。このなかでも特に、ビジネスマーケッ
トにおいては、企業におけるＷｅｂフィルタリングソフト
の必要性が認識されてきたことから99,091千円と順調な伸
びを示しました。
この結果、セキュリティ事業全体の売上高は308,892千円

となりました。
インフォメーション事業につきましては、企業向けに販

売を行っている情報収集サービス｢NET iScope｣のサービス
提供会社数が以前と比べ増加したために、売上高は53,917
千円となりました。
その他の事業につきましては、地域ネットワーク向けの

グループウェア製品である｢i－コミュニケーション｣等の販
売を計画しておりましたが、経営資源をセキュリティ事業
とインフォメーション事業に集中したため、3,202千円の売
上を計上するにとどまりました。
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下半期の見通しといたしましては、企業を取り巻く経済
環境は依然として厳しい状況が続くものと予想されます。
しかしながら、インターネットの普及に関しては、ブロー
ドバンド通信の普及加速という追い風に恵まれ、引き続き
順調に推移していくものと思われます。そうしたなかで、
教育機関と家庭においては、インターネット上の有害なサ
イト等へのアクセスが問題視され、企業においては、情報
漏洩や内部告発の防止、インターネット上の誹謗中傷対策
への需要の高まりもあって、当社の事業は、ますます社会
的に必要とされていくことと思われます。
このような堅調な拡大が期待される市場におきまして、

当社のセキュリティ事業においては、Ｗｅｂフィルタリン
グソフトの更なる拡販による競争優位性を確保することが
最重要課題と認識しております。このため、教育機関に対
しては、学校内ネットワークへの対応と平行して地域ネッ
トワークの変化に伴う製品の改良を、企業に対しては、パ
ートナーとの更なる関係強化とセールスモデルの確立によ
る新たな販路の開拓、家庭に対しては、パッケージ販売と
平行して大手パソコンメーカーへのバンドル展開とＩＳＰ
（インターネットサービスプロバイダ）とのアライアンスに
よる新サービスの提供を図り、今後の各分野におけるシェ
ア拡大に努めていく所存であります。
また、インフォメーション事業においても、「NET

iScope」をリスクマネジメントに留まらない企業のＩＲ･Ｐ
Ｒツールとして展開することやデータベースの充実、強化
が今後の企業間競争において不可欠要素と考えております。
今後のインターネットの普及とそれに伴う劇的な社会変

革に柔軟に対応しうる体制の強化に努めることによって、
日本のインターネット文化に様々な形で貢献するというゆ
るぎない社是に基づく事業展開を今後も積極的に推進して
いくことが重要であると認識しております。
株主の皆さまにおかれましては、より一層のご支援ご鞭

撻を賜りますようお願い申し上げます。

平成14年12月

代表取締役社長 道具　登志夫
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前　　　　　期
（平成14年３月31日現在）

当　中　間　期
（平成14年９月30日現在）科　　　　目

構成比金　　額構成比金　　額

％％

（資　産　の　部）

８４．７７６４，６６４８４．９９０８，２９１流　 動　 資　 産

２０１，５３９３９８，９１２現 金 及 び 預 金

８４，５１５９１，６５９受 取 手 形

１５０，３２６２１４，６８１売 掛 金

１９７，２３４―有 価 証 券

５９，４７０８９，７８５た な 卸 資 産

―６０，４８５前 渡 金

６２，９１３４２，１７８繰 延 税 金 資 産

８，６６４１０，５８９そ の 他

１５．３１３７，９５７１５．１１６１，９１０固　 定　 資　 産

３．５３１，０５８３．０３１，８４０有 形 固 定 資 産

６．１５５，３３２７．４７９，８５５無 形 固 定 資 産

５３，１５８７７，７８５ソ フ ト ウ ェ ア

２，１７４２，０７０そ の 他

５．７５１，５６６４．７５０，２１３投 資 等

１００．０９０２，６２２１００．０１，０７０，２０２資 産 合 計

（単位：千円）

中間貸借対照表
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前　　　　　期
（平成14年３月31日現在）

当　中　間　期
（平成14年９月30日現在）科　　　　目

構成比金　　額構成比金　　額

％％

（負　 債　 の　 部）

７．８７０，６１６６．１６５，１３１流　 動　 負　 債

１２，９６９３，８５７買 掛 金

１１，９５０１２，８１０賞 与 引 当 金

４５，６９６４８，４６３そ の 他

７．８７０，６１６６．１６５，１３１負 債 合 計

（資　 本　 の　 部）

５４．４４９１，０００━━資 本 金

５０．０４５１，０００━━法 定 準 備 金

４５１，０００―資 本 準 備 金

△１２．２１０９，９９３━━欠 損 金

１０９，９９３―当 期 未 処 理 損 失

（１３１，３８２）―（ う ち 当 期 利 益 ）

９２．２８３２，００６━━資 本 合 計

――５１．６５５２，２００資 本 金

――５０．３５３８，８４０資 本 剰 余 金

―５３８，８４０資 本 準 備 金

――△８．０△８５，９６９利 益 剰 余 金

―８５，９６９中 間 未 処 理 損 失

―（２４，０２４）（ う ち 中 間 利 益 ）

――９３．９１，００５，０７０資 本 合 計

１００．０９０２，６２２１００．０１，０７０，２０２負 債 資 本 合 計

（注）記載金額は、千円未満を切捨てて表示しております。

（単位：千円）
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（単位：千円）

前　　　　　期

自　平成13年４月１日（至　平成14年３月31日）
当　中　間　期

自　平成14年４月１日（至　平成14年９月30日）科　　　　目

百分比金　　額百分比金　　額

％％

（ 経 常 損 益 の 部 ）

営業損益の部

１００．０５４６，４４７１００．０３６６，０１１営　 業　 収　 益

５４６，４４７３６６，０１１売 上 高

８５．３４６６，２１３７６．７２８０，５８３営　 業　 費　 用

１５９，７１２９３，８１２売 上 原 価

３０６，５０１１８６，７７０販売費及び一般管理費

１４．７８０，２３４２３．３８５，４２８営 業 利 益

営業外損益の部

０．１５２９０．４１，４１５営　業　外　収　益

３３4受 取 利 息

４６１―有 価 証 券 利 息

３４１，４１０そ の 他

━━１１．２４０，９９６営　業　外　費　用

―８，７２０新 株 発 行 費

―３２，２７５株 式 公 開 費 用

１４．８８０，７６４１２．５４５，８４６経 常 利 益

（ 特 別 損 益 の 部 ）

３．５１９，１６６――特　 別　 損　 失

３，４７２―Ｍ Ｍ Ｆ 評 価 損

１４，５２５―投資有価証券評価損

１，１６８―固 定 資 産 除 却 損

１１．３６１，５９７１２．５４５，８４６税引前中間（当期）利益

０．１５３００．３１，１４５法人税、住民税及び事業税

△１２．９△７０，３１４５．６２０，６７６法 人 税 等 調 整 額

２４．１１３１，３８２６．６２４，０２４中 間（ 当 期 ）利 益

２４１，３７６１０９，９９３前 期 繰 越 損 失

１０９，９９３８５，９６９中間（当期）未処理損失

（注）記載金額は、千円未満を切捨てて表示しております。

中間損益計算書
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会社の概要（平成14年９月30日現在）

デジタルアーツ株式会社

Digital Arts Inc．

平成７年６月21日

東京都港区北青山三丁目６番16号

インターネットセキュリティ関連ソフトウェア
の企画・開発・販売
各種ユーティリティソフトの企画・開発・販売
Webソリューションサービス

552,200,000円

46名
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社 名

英 文 社 名

設 立

本店所在地

事 業 内 容

資 本 金

従 業 員 数

役　　　員（平成14年９月30日現在）

道　具　登志夫

高　橋　則　行

新　井　達　雄

後　藤　　　茂

宮　　　真　樹

若　井　修　治

平　田　毅　彦

窪　川　秀　一

代表取締役社長

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

常 勤 監 査 役

監 査 役

監 査 役

株式の状況（平成14年９月30日現在）

会社が発行する株式の総数 ５０,０４０株

発行済株式の総数 １４,５１０株

株主数 ７０５名



株　主　メ　モ

３月31日

６月中

利益配当金　３月31日
中間配当金　９月30日

東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社

東京都杉並区和泉二丁目８番４号
（〒168-0063）
中央三井信託銀行株式会社　証券代行部
（証券代行事務センター）
TEL（03）3323―7111

中央三井信託銀行株式会社全国各支店
日本証券代行株式会社本店及び全国各支店

東京都において発行する日本経済新聞

決算期

定時株主総会

配当金受領
株主確定日

名義書換代理人

同事務取扱所
電話問合せ
郵便物送付先

同取次所

公告掲載新聞

「より便利な、より快適な、より安全な
インターネットライフに貢献していく」

〒107-0061 東京都港区北青山三丁目６番16号
（03）5485―1340（代表）
http://www.daj.co.jp/


	中間事業報告書
	株主の皆様へ(1)
	株主の皆様へ(2)
	中間貸借対照表(1)
	中間貸借対照表(2)
	中間損益計算書
	会社の概要・役員・株式の状況
	株主メモ


